
平
成
二
十
三
年
七
月
十
一
日
提
出

質

問

第

三

一

一

号

社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
成
案
に
関
す
る
質
問
主
意
書

提

出

者

佐

藤

ゆ

う

こ

311



社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
成
案
に
関
す
る
質
問
主
意
書

政
府
と
与
党
は
六
月
三
十
日
に
社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
成
案
を
ま
と
め
た
。
そ
の
中
で
社
会
保
障
改
革
の
安
定
財
源
確
保

と
し
て
「
二
〇
一
〇
年
代
半
ば
ま
で
に
段
階
的
に
消
費
税
率
（
国
・
地
方
）
を
一
〇
％
ま
で
引
き
上
げ
」
る
と
し
て
い
る
。
そ

の
前
提
と
し
て
「
デ
フ
レ
脱
却
」
と
「
経
済
状
況
の
好
転
」
を
掲
げ
る
と
共
に
、
「
国
会
議
員
定
数
の
削
減
や
、
公
務
員
人
件

費
の
削
減
、
特
別
会
計
改
革
や
公
共
調
達
改
革
等
の
不
断
の
行
政
改
革
及
び
予
算
の
組
替
え
の
活
用
等
に
よ
る
徹
底
的
な
歳
出

の
無
駄
の
排
除
に
向
け
た
取
組
み
を
強
め
て
、
国
民
の
理
解
と
協
力
を
得
」
る
と
し
て
い
る
。
そ
こ
で
以
下
の
質
問
を
す
る
。

一

政
府
は
「
経
済
財
政
の
中
長
期
試
算
」
に
お
い
て
二
〇
一
五
年
度
に
お
い
て
実
質
成
長
率
二
�
二
％
、
名
目
成
長
率
三
�

二
％
の
「
成
長
戦
略
シ
ナ
リ
オ
」
を
掲
げ
て
い
る
。
一
方
、
「
慎
重
シ
ナ
リ
オ
」
で
は
実
質
、
名
目
そ
れ
ぞ
れ
一
�
〇
％
、

一
�
三
％
を
挙
げ
て
い
る
。
「
経
済
状
況
の
好
転
」
は
ど
れ
を
指
す
の
か
、
明
確
に
お
答
え
い
た
だ
き
た
い
。

二

日
本
経
済
は
平
成
七
年
以
降
、
お
お
む
ね
二
％
台
の
実
質
成
長
率
を
遂
げ
て
き
た
。
政
府
は
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
約
二
〇
年

を
日
本
経
済
が
低
迷
を
続
け
閉
塞
状
況
に
あ
っ
た
と
総
括
し
て
い
る
。
政
府
は
日
本
経
済
の
潜
在
成
長
力
を
何
％
と
見
て
い

る
の
か
、
デ
フ
レ
脱
却
と
は
名
目
・
実
質
成
長
率
が
何
％
に
達
し
た
状
況
と
考
え
て
い
る
の
か
、
お
答
え
い
た
だ
き
た
い
。

三

国
会
議
員
の
定
数
削
減
は
二
〇
一
〇
年
代
半
ば
ま
で
に
、
何
議
席
減
ら
す
の
か
。
ま
た
、
民
主
党
が
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
う

一



た
っ
た
委
員
長
手
当
な
ど
を
見
直
す
こ
と
で
国
会
議
員
の
経
費
を
二
割
削
減
す
る
と
の
公
約
は
い
つ
ま
で
に
実
行
す
る
の

か
、
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

四

行
政
刷
新
会
議
は
昨
年
十
月
に
特
別
会
計
の
事
業
仕
分
け
を
実
施
し
た
。
そ
の
結
果
、
貿
易
再
保
険
な
ど
四
特
会
を
廃

止
、
漁
船
再
保
険
及
び
漁
業
共
済
保
険
な
ど
三
特
会
を
統
合
す
る
と
の
結
論
を
出
し
た
。
し
か
し
、
い
ま
だ
に
法
案
が
提
出

さ
れ
て
い
な
い
。
い
つ
ま
で
に
実
行
す
る
の
か
、
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。
ま
た
、
特
別
会
計
の
見
直
し
は
こ
れ
で
十
分
と
考

え
て
い
る
の
か
、
併
せ
て
お
答
え
い
た
だ
き
た
い
。

五

増
税
の
前
に
国
の
資
産
の
売
却
な
ど
す
べ
き
こ
と
は
多
い
。
現
在
、
国
の
資
産
は
い
く
ら
あ
る
の
か
。
そ
の
う
ち
、
売
却

の
メ
ド
が
立
っ
て
い
る
も
の
は
ど
の
く
ら
い
な
の
か
、
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

六

消
費
税
増
税
の
前
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
が
あ
る
。
現
在
、
医
療
、
介
護
、
教
育
、
社
会
福
祉
事
業
、
住

宅
賃
貸
な
ど
い
く
つ
か
の
非
課
税
取
引
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
実
態
は
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
事
業
に

は
仕
入
れ
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、
消
費
税
は
課
税
さ
れ
て
お
り
、
結
局
は
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す

る
消
費
者
が
負
担
す
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
仕
入
れ
税
額
控
除
が
可
能
な
課
税
制
度
に
改
め
、
か
つ
利
用
者
負
担
を
増

や
さ
な
い
制
度
に
改
善
す
る
こ
と
が
急
務
と
考
え
る
が
、
明
確
に
答
弁
い
た
だ
き
た
い
。

二



七

デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却
が
最
優
先
の
政
策
課
題
と
考
え
る
。
現
在
、
デ
フ
レ
ギ
ャ
ッ
プ
は
約
二
十
兆
円
あ
る
と
言
わ
れ
て
い

る
。
つ
ま
り
、
二
十
兆
円
の
マ
ネ
ー
が
足
り
な
い
。
こ
の
デ
フ
レ
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
る
た
め
に
二
十
兆
円
の
政
府
紙
幣
を
発

行
し
全
国
民
に
配
る
案
が
出
さ
れ
て
い
る
。
あ
る
い
は
二
十
兆
円
の
減
税
、
社
会
保
障
費
の
免
除
な
ど
で
有
効
需
要
を
作
り

出
す
こ
と
が
で
き
る
。
政
府
が
本
当
に
デ
フ
レ
脱
却
を
考
え
る
な
ら
ば
、
今
こ
そ
減
税
を
断
行
す
べ
き
と
考
え
る
が
、
明
確

に
ご
答
弁
い
た
だ
き
た
い
。

右
質
問
す
る
。

三


